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『インド省エネルギー分野 民間連携調査団』 （訪問メモ）

【訪問先メモ】

＜7 月 15 日：11:00－12:00＞JETRO ニューデリー事務所

面会者：関根広亮氏 川野智成氏

発電の現状について

・人口増に追いついていけない状況。用地取得、盗電、送電ロス、貧困者における支

払不履行等がボトルネックである。

・来年の総選挙は要注目。下院において与党が過半数を取れるか否かが鍵。

・インフラ整備のコストでは国内企業がきわめて安く優位。TATA 等の国内企業のプレ

ゼンスは高いのがインドの特徴。その中で、特殊な技術を有する企業であれば市場で

戦える状況。

・外国企業が単独で事業を展開するケースは稀で、地元企業と合弁を組むことが多い。

地元のサービス仕様を考えていくべき。

・収益が見込めるのは、ODA 等、資金源が確保されている場合に限られる

・石炭発電については、石炭を輸入に頼り、かつ、ルピー安等も重なり、制約要因が多

く事業が進展していない点が懸念される。

・インドのマインドセットとして、初期投資額は極めて重要。ここでコスト高であると認識

されると商談が進まなくなる。また、メンテナンス、売却利益も考慮される項目。

・中国は経済特区を設置し外国企業誘致を図り、投資を呼び込む政策を実践した。一

方で、インドは外国企業の投資規制を行ってきた。中国とインドは根本的に異なる投資

環境にあることを理解しておく必要がある。

・中国と並び、インドもワーカークラスの賃金は 3 万円程度。コストは上昇中であり、投

融資を検討する上での留意事項になっている。

・日本企業の成功例としては、スズキ、ホンダが挙げられるが、いずれも長年インド市

場という厳しい環境下で事業を展開してきた企業である。世界のトヨタでも、インドでは

苦戦。

・再送可能エネルギーについて、風力についても地場企業が多数存在。太陽光、太陽

熱が政策重要課題となっているが、政治的にも国内企業を優遇する傾向にあり、外国

企業は苦戦している。

・2013 年 9 月 12 日から、日印エネルギー対話が予定されている。あわせて、エネルギ

ー分野の企業が見本市に出展予定。Water Expo、自動車見本市等も予定されてい

る。
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＜7 月 15 日：15:00-15:30＞JICA インド事務所

面会者：市口次長、近藤職員、西田職員

河添課長からインド省エネミッションの 2 つの大きな目的（民間企業のビジネスチャンス

のきっかけづくり、帰国研修員のアクションプラン実施状況）について説明。今回のミッ

ションでは、主に火力発電所を数か所訪問予定で、発電所の運営状況などを、各民間

企業の視点から見ていただき意見交換し、ビジネスチャンスのきっかけとなることを期

待する趣旨を説明。

（各社からの自己紹介、意気込み）

（九州電力新屋敷氏） 昨年と今年、火力発電所の設備診断で、2 回の訪問実績あり、

九州電力の海外事業部では、NTPC との合弁会社も設立等、インドとも関係

が深い。PAT スキームの対応に関心あり。

（九電産業渡辺氏）九電グループとして、発電の環境設備や、水分析を行っている。火

力発電所においては、ボイラー点検調査を担当し、ボイラーの腐食から余寿

命診断を行う。水蒸気の水質管理も得意とする。

（西日本プラント畑氏）九電グループで、火力発電所、原子力発電所、地熱発電所の建

設と補修を行っている。日常点検、定期点検も担当している。午前中の

JETRO の話で、インドでは地場のプレイヤーががっちりと押さえている話を聞

いたが、その中で、我々として、どのようなビジネスチャンスがあるかを探って

いきたい。

（九経連筬島氏）国内の景気が低迷する中で、活力あるアジアへの展開を進めるため、

ここ数年、各国と MOU を結んでいる（香港、タイ等）、今年度に九経連にてイ

ンドミッションを計画している段階でもあり、九州企業進出の事前調査の意味

合いもある。

（JICA）JICA インド事務所としては、送電、発電所関連の支援は継続していく所存。イン

ドでは、電力に関し、中央 1、州 2、の割合で州の力が大きい、州の発電会社

と組んで超臨界石炭発電を進める計画はある。南部で、高効率送電、低ロス

送電網に 600 億規模の整備もある。インドの 12 次 5 か年計画では、石炭発

電は超臨界のみと計画されている。東芝、日立、三菱重工などはインド現地

に工場がある。原子力に関しては、インド技術で現在 20 基ほどあり、南部に

おいて、ロシア、フランスの技術が取り入れられている。インドと日本とはまだ

原子力協定が発効していないが、日本の技術取り入れられることになれば、

参入の余地も考えうる。

（インド省エネ研修の次年度以降の継続について）

事務所としては、インド省エネ研修に関しても、継続してほしいと考える。その

際には、BEE からの継続の要請書が必要になる。JICA スキームの中では、有
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償研修であれば、要請書は必須ではないが、インド政府からの要請形態を確保

する（担保する）意味でも、8 月中旬の締め切りについて、伝えていただくことが

望ましい。

（当方）了解。

＜7 月 16 日:11:00-12:00＞ IT Power Consulting Private Limited.

面会者：

Mr.Chandra Prakashi Bhatt, Head, Climate Change and sustainability

Mr.Rahit Kumar Joshi, Senior Consultant, Climate Change and Sustainability

Mr.Neeraj Dhingra (帰国研修員), Senior Consultant, Energy Efficiency Solutions

IT Power Consulting 社の概要

1967 年に英国で創設された NGOが母体となっており、インドでは 1997 年に小水力発

電を普及する活動がきっかけとなり設立された企業。現在は、再生可能エネルギーに

関する各種コンサルティング業務（太陽光、風力発電の実施計画作成、企業の環境レ

ポート作成（CO2 排出に係る情報公開、カーボンフットプリント）、省エネルギー目標に

対する達成状況に関するBEE 報告書の作成、エネルギー効率化に係るアドバイザリー

サービス、環境監査等を主とした事業に取り組んでいる。

Neeraj 氏はエネルギー監査士(Certified Auditor：インド国内に約 2000 名)であるが、

近々、エネルギー監査認証者（Accredited Auditor:インド国内に約 90 名）資格が付与さ

れる見込み。

【質疑】

ボイラー、タービンのメンテナンスについて、IT Power 社が発電会社から技術的相談

を受けた場合、あるいは、保守点検のサービスの依頼を受けた場合、九電産業社等に

支援を要請することは可能か。九電産業社はインドにおける支店あるいは代理店を有

しているのか。（Neeraji 氏）

支店や代理店は今のところ有していない。日本に連絡を取ってもらえればサービスを

提供することは可能。（九電産業社：渡辺氏）

インドにおける省エネルギー証書取引制度（PAT）と IT Power 社の関わりは如何。（九

電社：新屋敷氏）

PAT 適用企業は 8 つの産業セクター約 500 社、うち、火力発電所は約 150 社であり、

IT Power 社はそのうちの数社についてコンサルティングサービスを実施している。

（Neeraj 氏）

本邦における研修における新たな知見は何か。また、それをどのように生かしている

のか。（植山氏）
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中小企業におけるエネルギー効率向上の取り組みが新鮮であった。自分がエネルギ

ー効率化局（BEE）に所属していた時に作成したアクションプランには、中小企業向け

設備診断サービスを実施する事を目標としていた。ハリヤナ州では州からの補助金に

より中小企業のエネルギー診断が実施され、また、パンジャブ州、オリッサ州では 3 年

に一度エネルギー診断を行うことが制度的に義務付けられる等、省エネのための設備

診断実施は普及しつつある。(Neeraj 氏)

＜7 月 17 日 10:00-12:00＞ NTPC R&D Center 

面会者：

Mr.Sankar Bandyopadhyay, General Manager 

(Center for Power Efficiency & Environmental Protection : CenPEEP)

Mr.Pankaj Bhartiya, General Manager (CenPEEP)

Mr.A.K.Singh, Additional General Manager (CenPEEP)

Mr.Subodh Kumar, Additional General Manager (CenPEEP)

Mr.Sandeep Gupta (帰国研修員), Addi. General Manager, National Capital Power 

Station Dadri

Mr.Sanjay Verma, (帰国研修員）Addi. General Manager, CEETEM

Mr.Tyagi Sanjay Kumar (帰国研修員), Senior Manager, CEETEM 

Mr.Sanjay Kumar (帰国研修員)、Senior Manager, Badarpur Thermal Power Station

NTPC Center for Power Efficiency & Environmental Protection : CenPEEP の概要

NTPC の中で、エネルギー効率、管理システム、信頼性に関する研究、実証を行う機関

である。国営企業のため、インド政府の指示に基づき、州の発電所の技術面でのサポ

ートを行っている。

【質疑】

・パイプの厚みを測定することによって、エネルギー効率にどう関係するのか？

（A.K.Singh 氏）

・日本では、安定稼働することが省エネルギー、エネルギー効率が高いと考えられて

いる。（NPC 畑氏）

・昨年秋に、NPC のワークショップに岩崎氏が紹介された「インナーUT」について関心

を持っている。日本で利用されていない「インナーUT」があれば、それをインドに運ん

でデモンストレーションをしてもらいたい。その際に JICA のサポートがあるか？

・NTPC グループにメンテナンス会社があるか？（NPC 畑氏）

・NTPC グループにメンテナンス会社はない。発電所内に操業部門、メンテナンス部門

がある。機材の不具合の関し、メンテナンス部門で対応できない場合は、機材のメー

カーが対応する（専門家が送られてくる）（シーメンス、GE など）また、点検等はロー
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カル企業に外注している。

＜7 月 17 日：14:00－18:00＞ NTPC Dadri Gas Power Station.

面会者：

Mr.Sanjay Verma, （帰国研修員）Additional General Manager, Centre for Energy 

Efficient Technology. & Energy Management, NTPC 

Mr.Tyangi Sanjay Kumar,（帰国研修員）

Senior Manager, Badarpur Thermal Power Station, NTPC

Mr.Sanjay Kumar, （ 帰 国 研 修 員 ） Additional General Manager, Center for Power 

Efficiency and Environmental Protection,NTPC

Mr.Gupta Sandeep, （帰国研修員）

Additional General Manager, Dadri Power Station, NTPC

他、Dadri Power Station 技術者（運用部門、維持管理部門、人材育成部門から 6 名）

・ガスタービンの入り口温度、蒸気温度、圧力はどの程度か（調査団）。

・入り口温度は 1060℃、210MW のユニットにおいては蒸気温度 540℃、圧力は 140。

490MW のユニットにおいては、蒸気温度 540℃、圧力は 170 で運転している。（NTPC）

・各ユニットにおける定期点検頻度はどの程度か（調査団）

・ガスコンバインドにおいては、4000 時間運転時に 3 日間、8000 時間運転時に 5 日間、

30000 時間（4 年に一度）運転時にオーバーホールを行う。石炭火力プラントにおいて

は 8 年に一度のオーバーホールとなっている。（NTPC）

・運用手順、品質管理についてはどのように管理されているのか（調査団）

・委託先業者による作業を NTPC が監督している。運用、維持管理において問題点を

感じることはあまりない。支障が生じた際にレビューを行い、運用マニュアルを改善して

いる。（NTPC）

・PAT（省エネルギー証書取引制度）の取り組み状況は如何（調査団）
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・NTPC の全発電所において実施計画書が作成されており、これに沿って対応が行わ

れている。具体的には、冷却塔におけるインバータの導入、エアフィルターの改善やフ

ァンモーターの改善等が行われている。

・ボイラーチューブの灰による摩耗の問題はあるのか。また、洗浄方法は（調査団）

・4 年前からスプレーコーティングを行っており、摩耗対策に取り組んでいる。委託先は

インド企業（Bharat Heavy Electricals Limited (BHEL)等）。2 年間の性能保証が付与さ

れているので費用対効果面でも支障はない。NTPC においても自社の技術者により肉

厚確認等の品質管理を行っている。（NTPC）

・インド側において、①ボイラーチューブの詰まりを確認するための技術、②クリープ寿

命のアセスメント、③ボイラー化学洗浄技術について、関心はあるか。（調査団）

・これらの技術への関心は勿論ある。（NTPC）

・発電所における人材育成方法について（調査団）

・エンジニアをプラント建設業者や設備会社に送り、年間 7 日程度の研修を実施してい

る。

・例えば、210MW のプラントにおいて、オーバーホールを行う前と後では、どの程度運

用効率が落ちているのか。（調査団）

・ボイラーはオーバーホールで計画出力が維持できるが、タービンについては計画出

力が経年劣化により下がる傾向にある。維持するためにベアリングの交換（2 年に一

度）やその他部品交換を行っている。

・送電ロスについては NTPC が何等か問題の解決に対応する役割を担っているのか

（調査団）

・NTPC は発電会社であり、送電ロスについての責務は無い。（NTPC）

質疑終了後、石炭火力発電、ガスコンバインド発電の中央監視室、太陽光発電施設

（2013 年 2 月から運用開始、10ha の用地で最大出力５MW 規模の発電を行っている）

を視察。
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＜7 月 18 日 10:30-16:00＞ Pragati Poweｒ Corporation Ltd. 

面会者：

Mr.Jagdish Kumar, Director of Technical, Pragati Power Corporation Limited.

Mr.Y. P. Anora, General Manager, Pragati Power Corporation Limited.

Mr.Gupta Sunir Kumar,（帰国研修員） Additional Manager of Techncal, Pragati Power 

Corporation Limited.

Mr.Rahman Arif, （帰国研修員）Manager, Pragati Power Corporation Limited.

Mr.PradeepKumar, （帰国研修員）General Manager, Indraprastha Power Generation Co. 

Ltd.

他、5 名の Pragati Power Corporation Limited.関係者（維持管理、運転管理、セキュリ

ティ部門）

(Pragati 発電所の概要)

独立電力事業者の参入が認められたのが 1991 年。Indraprastha 社は 1989 年から官

営の石炭火力発電所として設立されたがその後、デリー州政府傘下企業となり現在に

至っている。Indraprastha 社においては１か所のガスコンバインドサイクル発電所

（270MW）、石炭火力発電所（135MW）を運転している。

一方、同じくデリー州政府参加企業である Pragati 社は 2002 年から操業を開始してお

り、現在は 2 か所のガスコンバインドサイクル発電所（330MW、1500MW）を運転してい

る。

2 社にはエネルギー効率化局が認定するエネルギー管理技術者が 10 名おり、そのう

ち 4 名が JICA の研修コースに参加したことになる。

両社ともに、省エネルギー達成認証制度（PAT）に対して実施計画を作成し、達成に

向けて努力している。その主な内容は以下の通り。

１） フィンファンの交換

２） 所内の電球の LED 化

３） 冷却塔の改修（重力供給方式への変更）

４） 省エネ監視メーターの設置（22 か所に設置）

・発電効率について、計画発電効率に対してどの程度の効率減が生じているのか。

（調査団）

・平常運転時の Heat Rate は 1980 を基準としているが、これが 1986 に上昇した場合

は問題のレビューを行う。2000 を超えると漏水等の問題を想定したリカバリプランを実

施することになる（Pragati 社）

・効率の減衰は設備の老朽化に伴うやむを得ない側面ではないか。（Pragati 社）

・日本の電力会社においては、あらゆる分析を行い、一部部品の交換やアップグレード

等を実施し、計画出力を効率的に達成するための手段を講じる。この点が技術的に優
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れているところだと考える（調査団）

・冷却水について、熱処理後の水温上昇はどの程度か。（調査団）

・冷却水の温度上昇は 10℃程度。従って、廃熱利用は想定できない程度であり、その

まま河川に放流している。冷却水の水質維持とそれに対するコストが課題となっている。

（Pragati 社）

・(Gross Design Heat Rate)/（1-APC% operative） と (Gross Operative Heat Rate)/

（1-APC% operative） を比べたとき、後者が前者に比して上昇しているのであれば、維

持管理を徹底して効率化を図る余地があると思われるが、実際に上昇しているのか。

日本の電力会社やメンテナンス会社がノウハウを有する分野だが、現状は如何。（調

査団）

・上昇しているのは事実である。しかしながら、定期点検により維持はされているので

問題はないと思う。（Pragati 社）

・設備のメンテナンスは専門業者が行うのか。（調査団）

・点検や維持管理は自社で行っている。マンパワーが必要な場合は OEM（Original 

Equipment Manufacturer）に依頼し、テクニシャンレベルのワーカーに作業を行わせる。

問題個所を発見した場合は OEM と協議し改善を図る。OEM 者が設備のことを一番よく

理解していると考えるが、如何（Pragati 社）

・発電所の運転状況により設備への影響は変わるため、OEM よりも電力会社の方が

運用に際しての設備の挙動やトラブルを理解している面もある。OEM に頼るだけでは

なく、維持管理を専門に行う企業、そして、設備の運用を行う電力会社がそれぞれの立

場で維持管理の精度を上げていくのが日本の方法である。（調査団）

・テクニシャンのスキルには問題を感じることはないのか。（調査団）

・テクニシャンのスキルは十分ではなく、教育は行き届いていないと感じているが、テク

ニシャンレベルに大きな期待は出来ないのが実情である。（Pragati 社）
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＜7 月 19 日：16:00-17:00 BEE（Bureau of Energy Efficiency）＞

出席者： BEE  Milind Deore／SME 担当、

Ashok Kumar／PAT ｽｷｰﾑ担当、

JICA インド事務所 近藤整

■2014 年‐2016 年のコース提案（ＫＩＴＡ植山）

1. BEE は省エネルギー技術研修において、参加者からの評価およびその効果につ

き、非常に評価していた。

ＫＩＴＡ植山ＣＬからのコース提案については了解されたが、インド側から下記 2 点の

提案がなされた。

１） 州政府の省エネルギー機関の行政官を対象とした、3 週間程度の研修コース

の設定

２） 特定の分野（セメント業界、繊維業界などＰＡＴスキームに準じて）に特化した研

修コースの設定

  （ＪＩＣＡ）

１） に関しては、検討の余地はある為、8 月に回付される「要請書」に盛り込んでい

ただき、その後ＪＩＣＡ内で検討することとする。

２） に関しては、当方から特定分野のコース設定は難しい。＊企業の非協力、＊ノ

ウハウ不開示、＊研修員の関心の多様性、＊省エネ技術の流れ等から高い

障壁がある。業界ごとに有料で契約して実現すべきと答えた。これに対し

その前段のどの業界にどういう技術があるかを教えて欲しいとのことであ

った。これは現状の一般産業コースに含まれているのでその旨説明、BEE
側の納得を得た。

  研修の延長に関し、ＢＥＥに対し、「要請書」を主体的に提出するよう確認。ＢＥＥは

ＤＥＡからの回覧を踏まえ、必要な措置を取ることを了承した。

  ＪＩＣＡインド（近藤氏）から、ＢＥＥに対し、帰国研修員の活用、ネットワーキングにつ

いて見解を問うた。ＢＥＥは、今後研修員に対し、研修参加への条件として、学んだ

知識を広めるなど、研修成果の活用につき、考えていく旨言及があった。

以上
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『インド省エネルギー分野 民間連携調査団』 （訪問メモ）

【訪問先メモ】

＜7 月 15 日：11:00－12:00＞JETRO ニューデリー事務所

面会者：関根広亮氏 川野智成氏

発電の現状について

・人口増に追いついていけない状況。用地取得、盗電、送電ロス、貧困者における支

払不履行等がボトルネックである。

・来年の総選挙は要注目。下院において与党が過半数を取れるか否かが鍵。

・インフラ整備のコストでは国内企業がきわめて安く優位。TATA 等の国内企業のプレ

ゼンスは高いのがインドの特徴。その中で、特殊な技術を有する企業であれば市場で

戦える状況。

・外国企業が単独で事業を展開するケースは稀で、地元企業と合弁を組むことが多い。

地元のサービス仕様を考えていくべき。

・収益が見込めるのは、ODA 等、資金源が確保されている場合に限られる

・石炭発電については、石炭を輸入に頼り、かつ、ルピー安等も重なり、制約要因が多

く事業が進展していない点が懸念される。

・インドのマインドセットとして、初期投資額は極めて重要。ここでコスト高であると認識

されると商談が進まなくなる。また、メンテナンス、売却利益も考慮される項目。

・中国は経済特区を設置し外国企業誘致を図り、投資を呼び込む政策を実践した。一

方で、インドは外国企業の投資規制を行ってきた。中国とインドは根本的に異なる投資

環境にあることを理解しておく必要がある。

・中国と並び、インドもワーカークラスの賃金は 3 万円程度。コストは上昇中であり、投

融資を検討する上での留意事項になっている。

・日本企業の成功例としては、スズキ、ホンダが挙げられるが、いずれも長年インド市

場という厳しい環境下で事業を展開してきた企業である。世界のトヨタでも、インドでは

苦戦。

・再送可能エネルギーについて、風力についても地場企業が多数存在。太陽光、太陽

熱が政策重要課題となっているが、政治的にも国内企業を優遇する傾向にあり、外国

企業は苦戦している。

・2013 年 9 月 12 日から、日印エネルギー対話が予定されている。あわせて、エネルギ

ー分野の企業が見本市に出展予定。Water Expo、自動車見本市等も予定されてい

る。
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＜7 月 15 日：15:00-15:30＞JICA インド事務所

面会者：市口次長、近藤職員、西田職員

河添課長からインド省エネミッションの 2 つの大きな目的（民間企業のビジネスチャンス

のきっかけづくり、帰国研修員のアクションプラン実施状況）について説明。今回のミッ

ションでは、主に火力発電所を数か所訪問予定で、発電所の運営状況などを、各民間

企業の視点から見ていただき意見交換し、ビジネスチャンスのきっかけとなることを期

待する趣旨を説明。

（各社からの自己紹介、意気込み）

（九州電力新屋敷氏） 昨年と今年、火力発電所の設備診断で、2 回の訪問実績あり、

九州電力の海外事業部では、NTPC との合弁会社も設立等、インドとも関係

が深い。PAT スキームの対応に関心あり。

（九電産業渡辺氏）九電グループとして、発電の環境設備や、水分析を行っている。火

力発電所においては、ボイラー点検調査を担当し、ボイラーの腐食から余寿

命診断を行う。水蒸気の水質管理も得意とする。

（西日本プラント畑氏）九電グループで、火力発電所、原子力発電所、地熱発電所の建

設と補修を行っている。日常点検、定期点検も担当している。午前中の

JETRO の話で、インドでは地場のプレイヤーががっちりと押さえている話を聞

いたが、その中で、我々として、どのようなビジネスチャンスがあるかを探って

いきたい。

（九経連筬島氏）国内の景気が低迷する中で、活力あるアジアへの展開を進めるため、

ここ数年、各国と MOU を結んでいる（香港、タイ等）、今年度に九経連にてイ

ンドミッションを計画している段階でもあり、九州企業進出の事前調査の意味

合いもある。

（JICA）JICA インド事務所としては、送電、発電所関連の支援は継続していく所存。イン

ドでは、電力に関し、中央 1、州 2、の割合で州の力が大きい、州の発電会社

と組んで超臨界石炭発電を進める計画はある。南部で、高効率送電、低ロス

送電網に 600 億規模の整備もある。インドの 12 次 5 か年計画では、石炭発

電は超臨界のみと計画されている。東芝、日立、三菱重工などはインド現地

に工場がある。原子力に関しては、インド技術で現在 20 基ほどあり、南部に

おいて、ロシア、フランスの技術が取り入れられている。インドと日本とはまだ

原子力協定が発効していないが、日本の技術取り入れられることになれば、

参入の余地も考えうる。

   （インド省エネ研修の次年度以降の継続について）

事務所としては、インド省エネ研修に関しても、継続してほしいと考える。その

際には、BEE からの継続の要請書が必要になる。JICA スキームの中では、有
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償研修であれば、要請書は必須ではないが、インド政府からの要請形態を確保

する（担保する）意味でも、8 月中旬の締め切りについて、伝えていただくことが

望ましい。

（当方）了解。

＜7 月 16 日:11:00-12:00＞ IT Power Consulting Private Limited.

面会者：

Mr.Chandra Prakashi Bhatt, Head, Climate Change and sustainability

Mr.Rahit Kumar Joshi, Senior Consultant, Climate Change and Sustainability

Mr.Neeraj Dhingra (帰国研修員), Senior Consultant, Energy Efficiency Solutions

IT Power Consulting 社の概要

1967 年に英国で創設された NGOが母体となっており、インドでは 1997 年に小水力発

電を普及する活動がきっかけとなり設立された企業。現在は、再生可能エネルギーに

関する各種コンサルティング業務（太陽光、風力発電の実施計画作成、企業の環境レ

ポート作成（CO2 排出に係る情報公開、カーボンフットプリント）、省エネルギー目標に

対する達成状況に関するBEE 報告書の作成、エネルギー効率化に係るアドバイザリー

サービス、環境監査等を主とした事業に取り組んでいる。

Neeraj 氏はエネルギー監査士(Certified Auditor：インド国内に約 2000 名)であるが、

近々、エネルギー監査認証者（Accredited Auditor:インド国内に約 90 名）資格が付与さ

れる見込み。

【質疑】

ボイラー、タービンのメンテナンスについて、IT Power 社が発電会社から技術的相談

を受けた場合、あるいは、保守点検のサービスの依頼を受けた場合、九電産業社等に

支援を要請することは可能か。九電産業社はインドにおける支店あるいは代理店を有

しているのか。（Neeraji 氏）

支店や代理店は今のところ有していない。日本に連絡を取ってもらえればサービスを

提供することは可能。（九電産業社：渡辺氏）

インドにおける省エネルギー証書取引制度（PAT）と IT Power 社の関わりは如何。（九

電社：新屋敷氏）

PAT 適用企業は 8 つの産業セクター約 500 社、うち、火力発電所は約 150 社であり、

IT Power 社はそのうちの数社についてコンサルティングサービスを実施している。

（Neeraj 氏）

本邦における研修における新たな知見は何か。また、それをどのように生かしている

のか。（植山氏）
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中小企業におけるエネルギー効率向上の取り組みが新鮮であった。自分がエネルギ

ー効率化局（BEE）に所属していた時に作成したアクションプランには、中小企業向け

設備診断サービスを実施する事を目標としていた。ハリヤナ州では州からの補助金に

より中小企業のエネルギー診断が実施され、また、パンジャブ州、オリッサ州では 3 年

に一度エネルギー診断を行うことが制度的に義務付けられる等、省エネのための設備

診断実施は普及しつつある。(Neeraj 氏)

＜7 月 17 日 10:00-12:00＞ NTPC R&D Center 

面会者：

Mr.Sankar Bandyopadhyay, General Manager 

(Center for Power Efficiency & Environmental Protection : CenPEEP)

Mr.Pankaj Bhartiya, General Manager (CenPEEP)

Mr.A.K.Singh, Additional General Manager (CenPEEP)

Mr.Subodh Kumar, Additional General Manager (CenPEEP)

Mr.Sandeep Gupta (帰国研修員), Addi. General Manager, National Capital Power 

Station Dadri

Mr.Sanjay Verma, (帰国研修員）Addi. General Manager, CEETEM

Mr.Tyagi Sanjay Kumar (帰国研修員), Senior Manager, CEETEM 

Mr.Sanjay Kumar (帰国研修員)、Senior Manager, Badarpur Thermal Power Station

NTPC Center for Power Efficiency & Environmental Protection : CenPEEP の概要

NTPC の中で、エネルギー効率、管理システム、信頼性に関する研究、実証を行う機関

である。国営企業のため、インド政府の指示に基づき、州の発電所の技術面でのサポ

ートを行っている。

【質疑】

・パイプの厚みを測定することによって、エネルギー効率にどう関係するのか？

（A.K.Singh 氏）

・日本では、安定稼働することが省エネルギー、エネルギー効率が高いと考えられて

いる。（NPC 畑氏）

・昨年秋に、NPC のワークショップに岩崎氏が紹介された「インナーUT」について関心

を持っている。日本で利用されていない「インナーUT」があれば、それをインドに運ん

でデモンストレーションをしてもらいたい。その際に JICA のサポートがあるか？

・NTPC グループにメンテナンス会社があるか？（NPC 畑氏）

・NTPC グループにメンテナンス会社はない。発電所内に操業部門、メンテナンス部門

がある。機材の不具合の関し、メンテナンス部門で対応できない場合は、機材のメー

カーが対応する（専門家が送られてくる）（シーメンス、GE など）また、点検等はロー
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カル企業に外注している。

＜7 月 17 日：14:00－18:00＞ NTPC Dadri Gas Power Station.

面会者：

Mr.Sanjay Verma, （帰国研修員）Additional General Manager, Centre for Energy 

Efficient Technology. & Energy Management, NTPC 

Mr.Tyangi Sanjay Kumar,（帰国研修員）

Senior Manager, Badarpur Thermal Power Station, NTPC

Mr.Sanjay Kumar, （ 帰 国 研 修 員 ） Additional General Manager, Center for Power 

Efficiency and Environmental Protection,NTPC

Mr.Gupta Sandeep, （帰国研修員）

Additional General Manager, Dadri Power Station, NTPC

他、Dadri Power Station 技術者（運用部門、維持管理部門、人材育成部門から 6 名）

・ガスタービンの入り口温度、蒸気温度、圧力はどの程度か（調査団）。

・入り口温度は 1060℃、210MW のユニットにおいては蒸気温度 540℃、圧力は 140。

490MW のユニットにおいては、蒸気温度 540℃、圧力は 170 で運転している。（NTPC）

・各ユニットにおける定期点検頻度はどの程度か（調査団）

・ガスコンバインドにおいては、4000 時間運転時に 3 日間、8000 時間運転時に 5 日間、

30000 時間（4 年に一度）運転時にオーバーホールを行う。石炭火力プラントにおいて

は 8 年に一度のオーバーホールとなっている。（NTPC）

・運用手順、品質管理についてはどのように管理されているのか（調査団）

・委託先業者による作業を NTPC が監督している。運用、維持管理において問題点を

感じることはあまりない。支障が生じた際にレビューを行い、運用マニュアルを改善して

いる。（NTPC）

・PAT（省エネルギー証書取引制度）の取り組み状況は如何（調査団）
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・NTPC の全発電所において実施計画書が作成されており、これに沿って対応が行わ

れている。具体的には、冷却塔におけるインバータの導入、エアフィルターの改善やフ

ァンモーターの改善等が行われている。

・ボイラーチューブの灰による摩耗の問題はあるのか。また、洗浄方法は（調査団）

・4 年前からスプレーコーティングを行っており、摩耗対策に取り組んでいる。委託先は

インド企業（Bharat Heavy Electricals Limited (BHEL)等）。2 年間の性能保証が付与さ

れているので費用対効果面でも支障はない。NTPC においても自社の技術者により肉

厚確認等の品質管理を行っている。（NTPC）

・インド側において、①ボイラーチューブの詰まりを確認するための技術、②クリープ寿

命のアセスメント、③ボイラー化学洗浄技術について、関心はあるか。（調査団）

・これらの技術への関心は勿論ある。（NTPC）

・発電所における人材育成方法について（調査団）

・エンジニアをプラント建設業者や設備会社に送り、年間 7 日程度の研修を実施してい

る。

・例えば、210MW のプラントにおいて、オーバーホールを行う前と後では、どの程度運

用効率が落ちているのか。（調査団）

・ボイラーはオーバーホールで計画出力が維持できるが、タービンについては計画出

力が経年劣化により下がる傾向にある。維持するためにベアリングの交換（2 年に一

度）やその他部品交換を行っている。

・送電ロスについては NTPC が何等か問題の解決に対応する役割を担っているのか

（調査団）

・NTPC は発電会社であり、送電ロスについての責務は無い。（NTPC）

質疑終了後、石炭火力発電、ガスコンバインド発電の中央監視室、太陽光発電施設

（2013 年 2 月から運用開始、10ha の用地で最大出力５MW 規模の発電を行っている）

を視察。
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＜7 月 18 日 10:30-16:00＞ Pragati Poweｒ Corporation Ltd. 

面会者：

Mr.Jagdish Kumar, Director of Technical, Pragati Power Corporation Limited.

Mr.Y. P. Anora, General Manager, Pragati Power Corporation Limited.

Mr.Gupta Sunir Kumar,（帰国研修員） Additional Manager of Techncal, Pragati Power 

Corporation Limited.

Mr.Rahman Arif, （帰国研修員）Manager, Pragati Power Corporation Limited.

Mr.PradeepKumar, （帰国研修員）General Manager, Indraprastha Power Generation Co. 

Ltd.

他、5 名の Pragati Power Corporation Limited.関係者（維持管理、運転管理、セキュリ

ティ部門）

(Pragati 発電所の概要)

独立電力事業者の参入が認められたのが 1991 年。Indraprastha 社は 1989 年から官

営の石炭火力発電所として設立されたがその後、デリー州政府傘下企業となり現在に

至っている。Indraprastha 社においては１か所のガスコンバインドサイクル発電所

（270MW）、石炭火力発電所（135MW）を運転している。

一方、同じくデリー州政府参加企業である Pragati 社は 2002 年から操業を開始してお

り、現在は 2 か所のガスコンバインドサイクル発電所（330MW、1500MW）を運転してい

る。

2 社にはエネルギー効率化局が認定するエネルギー管理技術者が 10 名おり、そのう

ち 4 名が JICA の研修コースに参加したことになる。

両社ともに、省エネルギー達成認証制度（PAT）に対して実施計画を作成し、達成に

向けて努力している。その主な内容は以下の通り。

１） フィンファンの交換

２） 所内の電球の LED 化

３） 冷却塔の改修（重力供給方式への変更）

４） 省エネ監視メーターの設置（22 か所に設置）

・発電効率について、計画発電効率に対してどの程度の効率減が生じているのか。

（調査団）

・平常運転時の Heat Rate は 1980 を基準としているが、これが 1986 に上昇した場合

は問題のレビューを行う。2000 を超えると漏水等の問題を想定したリカバリプランを実

施することになる（Pragati 社）

・効率の減衰は設備の老朽化に伴うやむを得ない側面ではないか。（Pragati 社）

・日本の電力会社においては、あらゆる分析を行い、一部部品の交換やアップグレード

等を実施し、計画出力を効率的に達成するための手段を講じる。この点が技術的に優
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れているところだと考える（調査団）

・冷却水について、熱処理後の水温上昇はどの程度か。（調査団）

・冷却水の温度上昇は 10℃程度。従って、廃熱利用は想定できない程度であり、その

まま河川に放流している。冷却水の水質維持とそれに対するコストが課題となっている。

（Pragati 社）

・(Gross Design Heat Rate)/（1-APC% operative） と (Gross Operative Heat Rate)/

（1-APC% operative） を比べたとき、後者が前者に比して上昇しているのであれば、維

持管理を徹底して効率化を図る余地があると思われるが、実際に上昇しているのか。

日本の電力会社やメンテナンス会社がノウハウを有する分野だが、現状は如何。（調

査団）

・上昇しているのは事実である。しかしながら、定期点検により維持はされているので

問題はないと思う。（Pragati 社）

・設備のメンテナンスは専門業者が行うのか。（調査団）

・点検や維持管理は自社で行っている。マンパワーが必要な場合は OEM（Original 

Equipment Manufacturer）に依頼し、テクニシャンレベルのワーカーに作業を行わせる。

問題個所を発見した場合は OEM と協議し改善を図る。OEM 者が設備のことを一番よく

理解していると考えるが、如何（Pragati 社）

・発電所の運転状況により設備への影響は変わるため、OEM よりも電力会社の方が

運用に際しての設備の挙動やトラブルを理解している面もある。OEM に頼るだけでは

なく、維持管理を専門に行う企業、そして、設備の運用を行う電力会社がそれぞれの立

場で維持管理の精度を上げていくのが日本の方法である。（調査団）

・テクニシャンのスキルには問題を感じることはないのか。（調査団）

・テクニシャンのスキルは十分ではなく、教育は行き届いていないと感じているが、テク

ニシャンレベルに大きな期待は出来ないのが実情である。（Pragati 社）
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＜7 月 19 日：16:00-17:00 BEE（Bureau of Energy Efficiency）＞

出席者： BEE  Milind Deore／SME 担当、

Ashok Kumar／PAT ｽｷｰﾑ担当、

JICA インド事務所 近藤整

■2014 年‐2016 年のコース提案（ＫＩＴＡ植山）

1. BEE は省エネルギー技術研修において、参加者からの評価およびその効果につ

き、非常に評価していた。

ＫＩＴＡ植山ＣＬからのコース提案については了解されたが、インド側から下記 2 点の

提案がなされた。

１） 州政府の省エネルギー機関の行政官を対象とした、3 週間程度の研修コース

の設定

２） 特定の分野（セメント業界、繊維業界などＰＡＴスキームに準じて）に特化した研

修コースの設定

  （ＪＩＣＡ）

１） に関しては、検討の余地はある為、8 月に回付される「要請書」に盛り込んでい

ただき、その後ＪＩＣＡ内で検討することとする。

２） に関しては、当方から特定分野のコース設定は難しい。＊企業の非協力、＊ノ

ウハウ不開示、＊研修員の関心の多様性、＊省エネ技術の流れ等から高い

障壁がある。業界ごとに有料で契約して実現すべきと答えた。これに対し

その前段のどの業界にどういう技術があるかを教えて欲しいとのことであ

った。これは現状の一般産業コースに含まれているのでその旨説明、BEE
側の納得を得た。

  研修の延長に関し、ＢＥＥに対し、「要請書」を主体的に提出するよう確認。ＢＥＥは

ＤＥＡからの回覧を踏まえ、必要な措置を取ることを了承した。

  ＪＩＣＡインド（近藤氏）から、ＢＥＥに対し、帰国研修員の活用、ネットワーキングにつ

いて見解を問うた。ＢＥＥは、今後研修員に対し、研修参加への条件として、学んだ

知識を広めるなど、研修成果の活用につき、考えていく旨言及があった。

以上
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